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第１章　序論 

第１節　計画策定の趣旨 

　総合計画は、地方自治体における行政運営の最上位計画であり、各分野の個別計画

や施策の方向性を示すものです。 

　函南町においては、2017（平成29）年度から始まった「第六次函南町総合計画　環

境・健康・交流都市　函南　～住んでよし　訪れてよし　函南町～」の実現に向けて、

取り組みを進めてきました。 

　この間、少子高齢化の進行や人口減少の加速化、災害の激甚化、デジタル化の進展

など、まちを取り巻く社会経済情勢は大きく変化しています。また、2020（令和２）

年以降、新型コロナウイルス感染症により、町内の社会経済は大きな影響を受け、町

民生活においては、人との接触を減らすための取り組みとして、多方面に渡りデジタ

ル化が進むなど、人の暮らしや意識が大きく変化し、従来の生活様式から歴史的な転

換期を迎えています。 

　こうした背景を踏まえ、次世代にわたり持続可能なまちづくりを推進するため、

2026（令和８）年度をもって計画期間が終了する現計画や変化する社会情勢に対応し

た第七次函南町総合計画を策定するものです。 

 

 

第２節　計画策定の視点 

　本計画の策定にあたっては、第六次函南町総合計画の検証をはじめ、本町を取り巻

く社会経済情勢の変化（時代の潮流）や町の現状などの把握・再確認をしながら、次

の３つの視点を踏まえ、計画を策定しています。 

 

１．誰もが読んでわかる計画の策定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　町民が読みやすいよう、シンプルで分かりやすい構成・内容・表現で策定し

ます。 

２．多くの町民の意見の反映　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　町民と町が共感・共有できる内容とするため、町民や中高生を対象としたア

ンケート調査、各種団体などとの町民ワークショップ、ホームページでの意見

募集などを行い、広く意見の聴取をし、計画への反映に努めました。 

３．庁内各課の参画・連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　函南町の最上位計画であり、まちづくり方針を示す計画のため、庁内策定委

員会及びワーキンググループ会議に全ての課が参加して、横断的な検討を行

い、総合的な計画として策定しています。 
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第３節　計画の構成及び期間 

（１）計画の構成 
　総合計画は、この先10年間におけるまちづくりの方針や目標を定め、その実現の

ための施策の展開を位置づけるもので、行政運営における最上位の計画です。 

　本計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の３つから構成します。 
 

〔計画の構成図〕 

 

 

（２）計画の期間 
基本構想：町が目指す10年後の町の将来像と、まちづくりの理念や目標など、今後

のまちづくりの方針を示します。　 

　　　　　2027（令和９）年度を初年度とし、目標年次を2036（令和18）年度まで

の10年間とします。 

基本計画：基本構想に基づき、将来像を実現するための政策と各分野の取り組みを

示したものになります。 

　　　　　社会経済情勢や町民ニーズの変化に対応できるよう、前期基本計画と後

期基本計画の各５年間に分けて策定します。 

　　　　　前期基本計画は2027（令和９）年度から2031（令和13）年度まで 

　　　　　後期基本計画は2032（令和14）年度から2036（令和18）年度まで 

実施計画：計画期間を３年間とし、ローリング方式により毎年度見直しながら、事

業を実施します。 
 

〔総合計画の期間〕 
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第４節　時代の潮流 

１．人口減少・少子高齢化の進行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　我が国の人口は2008（平成20）年を境に人口減少が始まり、国立社会保障・人口問題

研究所の推計では、2045（令和27）年には１億880万人となり、2056（令和38）年には

１億人を割って9,965万人、2070（令和52）年には8,700万人にまで減少する見込みと

なっています。 

　さらに、高齢者人口の割合は、2020（令和２）年の28.6％から上昇を続け、2030（令

和12）年には30.8％、2050（令和32）年には37.1％、2070（令和52）年には38.7％まで

増加すると推計されています。 

　こうした少子高齢化や人口減少により、消費活動の縮小や社会保障経費の増大、公

共サービス・地域コミュニティ機能の低下など、経済活動や社会活動が縮小していく

ことが懸念されています。 

　函南町の状況　 

　人口増加が2005（平成17）年の38,803人をピークに減少に転じ、その後は自然減・転

出超過により減少が続いています。また、高齢化率も2020（令和２）年には32.8％に達

し、生産年齢人口の減少による担い手不足や地域コミュニティ機能の低下が懸念され

ています。こうした状況に対し、子育て支援や移住促進、地域運営組織の支援など、地

域コミュニティ及び関係人口・交流人口の推進が求められています。 

 

２．デジタル技術を活用した新しい価値の創出　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　スマートフォンやタブレット端末、モバイルＰＣなどを活用したモバイル通信の拡

大や、ＡＩ技術の発展などＩＣＴ化は飛躍的に進展しており、私たちの生活に欠かせ

ない存在となってきています。さらに今後は、あらゆるものがインターネットにつな

がるＩｏＴが普及するとともに、医療・介護、サービス、エネルギーなどの様々な分野

でビッグデータやロボットが活用されるなど、ＤＸの進展によりこれまでの概念に捉

われないサービスやビジネスが創出されることが期待されています。 

　また、国においてもこれまでの取り組みを進展させた「地方創生2.0」を通じて、新

しい価値の創出として、強い経済と豊かな生活環境の基盤に支えられた多様性の好循

環をもたらす、「新しい日本・楽しい日本」を創り出していくことを目指しています。 

　函南町の状況　 

　自治体ＤＸの遅れにより地域格差が生じ、町民の利便性低下と職員の業務効率性悪化

が懸念されています。地方創生の観点からも、町民サービスの向上及び地域の活性化と

持続可能な発展を実現するためには、行政サービスのデジタル化と効率化が不可欠と

なっています。 

 

 
※ＩｏＴ　　　　　 …家電・車・機械・センサーなど “あらゆるモノ” がインターネットにつながり、データを自動で送受信し

て、遠隔操作・自動化・状態監視を可能にする仕組みのこと 
※地方創生2.0…「今後10年間の地方政策の新しい基本構想」で、人口減少を前提に“強い経済・豊かな生活環境・新し

い日本”をつくるための総合戦略のこと  
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３．地球環境問題の深刻化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　近年の気候変動や環境変化は、持続可能な社会の実現に向けた地球的規模での大き

な課題となっています。平成27年9月に国連サミットで「持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）」が採択され、多くの取り組みが国際的に進められているなかで、我が国も地方創

生とも連動して様々な企業や行政などが協働して取り組みを進めています。 

　また、エネルギー資源に乏しい我が国において、国際紛争や円安などの影響による

電力価格の上昇などの課題が浮き彫りとなり、原子力や火力発電に依存しない自然エ

ネルギーによる電力供給体制への転換を求める機運も高まってきています。加えて、

脱炭素社会の実現に向けた動きが世界的に進むなかで、建築物への再生エネルギーの

導入活用や省エネルギーの一層の推進、自然環境や生態系の保全、リサイクルなど、環

境負荷の少ない循環型社会への転換が求められています。 

　函南町の状況　 

　ＳＤＧｓの実現に向けて豊かな自然環境や生物の保全、再生可能エネルギーの導入、

循環型社会の形成などに取り組む必要があります。近年は異常気象や短時間豪雨の頻

発など、気候変動の影響が顕著となり、農作物の生育被害が拡大しています。ごみ排出

量などによる温室効果ガスの増加なども依然として課題であり、地域全体でのリサイ

クル活動による環境負荷低減が求められています。 

 

４．災害の激甚化・頻発化に対する危機感の高まり　　　　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　近年、線状降水帯などによる豪雨や洪水、頻発する地震などの自然災害とともに、異

常気象などが国民生活や経済に甚大な影響をもたらすことから、防災・減災に対する

意識が高まっています。また、災害に対する備えとして、自分の安全は自分で守る“自

助”、地域の方々と助け合う“共助”、国や自治体が取り組む“公助”の連携が重要と

なってきており、ハード面・ソフト面双方の取り組みを通じて自然災害に強い国を目

指す「国土強靭化」の推進が求められています。 

　函南町の状況　 

　土地の地形特性上、水害や土砂災害など災害リスクが高く、2019（令和元）年の台風

第19号（令和元年東日本台風）による住宅の全壊・半壊、床上・床下浸水のほか、道路

の冠水や土砂災害、水道管の破断などの被害を受けています。また、近年では線状降水

帯の発生による豪雨や南海トラフ地震の発生も懸念されることから、事前防災に重点

を置いた対策を進める必要があります。 

 

５．ウェルビーイング志向の高まり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　新型コロナウイルス感染症の影響などにより、健康やワークライフバランスを見直

すきっかけとなり、身体的にも精神的にも、そして社会的にも満たされた状態である

ウェルビーイング（幸福度）志向が高まっています。 
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　この価値観の変化は、生活や経済活動に影響を与え、社会構造の変化につながる可

能性があります。 

　国や静岡県においてもウェルビーイング（幸福度）の視点や考え方を取り入れた取

り組みが進められており、今後は様々な分野において、ウェルビーイング（幸福度）を

踏まえた取り組みの拡大が見込まれます。 

　函南町の状況　 

町民の身近な暮らしの満足度・幸福度が高まる取り組みへの展開が期待されています。

そのため、ウェルビーイング指標を活用した健康や経済、社会参加など多面的に町民の幸

福度を把握し、効果的で住みやすいまちづくりを推進する必要があります。 

 

６．グローバル化の進展と多文化共生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　ひと・もの・情報の移動は活発化し、経済、技術、文化を含めたあらゆる分野で相互

作用を及ぼすグローバル化が進展しており、今後のＩＣＴ技術やコミュニケーション

ツールの発展により国際交流が容易になることが予想されています。 

　また、人口減少が進む我が国においては、経済活動の担い手としての外国人労働者

の存在は重要性が増しています。 

　函南町の状況　 

　製造業や農業を中心に外国人労働者が増えてきており、こうした外国人が地域経済

や産業を支える担い手にもなっている一方で、言語の違いによる障害や多言語化への

対応、地域コミュニティへの参画機会の創出などが課題になっています。 

　そのため、共にまちづくりを担っていけるよう、多文化共生に向けた機運を高めて

いくことが求められています。 

 

７．価値観やライフスタイルの多様化と地域コミュニティ　　　　　　　　　　　　 

　全国的な状況　 

　社会経済の変化に伴い、人々のライフスタイルや価値観は多様化し、ワークライフバ

ランスが必要とされており、今までよりも「個の尊重」が求められる社会・コミュニティ

づくりが必要となっています。 

　一方で、個人情報の保護や個人の価値観を重視することなどにより、人と人とのつ

ながりの希薄化や世帯人員の縮小から孤立・孤独、虐待やひきこもり、自殺などの社会

問題が発生しています。自治体と関係団体などとの連携を強化し、見守り活動など地

域社会全体で誰もが取り残されることなく、支え合う共生社会の重要性が高まってい

ます。 

　函南町の状況　 

　少子高齢化・核家族化などが進み、自治会加入率の低下、自治会役員や各種委員の担

い手不足により地域の見守り機能や交流機会の減少など地域コミュニティの希薄化が

進んでいます。また、孤立・孤独・ひきこもりや虐待などの様々な問題が顕在化してい

ます。 

　そのため、関わる人々が連携し、多世代が集える居場所づくりや見守り・相談体制を

強化し、自立した地域コミュニティづくりへの取り組みが求められています。 
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第５節　函南町の状況 

（１）位置・地勢 
　静岡県東部、伊豆半島の玄関口に

位置し、ＪＲ東海道本線の函南駅は、

東京駅から約100km圏内にあり、東は

熱海市、北東に神奈川県足柄下郡湯

河原町及び箱根町、北西は三島市と

沼津市、南は伊豆の国市に接してい

ます。 

 

 

 

（２）総人口・世帯数 
　総人口は、2005（平成17）年を境

に減少に転じ、減少傾向が続いてお

り、2025（令和７）年には34,768人

となっています。 

　世帯数は増加傾向から横ばいと

なっており、2025（令和７）年には

14,663世帯となっています。 

　その一方で、１世帯当たりの世帯

人員は年々減少傾向にあり、1985（昭

和60）年には3.63人/世帯であったも

のが2025（令和７）年には2.37人/世

帯となっており、核家族化が進行し

ています。 

 

（３）人口動態 
　自然動態の推移をみると、2016（平

成28）年以降、死亡数が出生数を上

回り、自然減が続いています。また、

出生数の減少により少子化が進行し

ています。 

　社会動態では、2021（令和３）年

から社会減が続いていましたが、

2024（令和６）年は転入数が転出数

を上回り、社会増となっています。  
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（４）年齢階層別人口 
　３階層別人口の推移をみると、０～

14歳人口及び15～64歳人口が減少し、

65歳以上人口の増加により少子・高齢

化が進行しています。 

　３階層別人口比では、静岡県平均に

比べて、少子・高齢化が進行していま

す。 

　人口ピラミッドをみると、人口減少

と少子高齢化の進行に伴い、つぼ型に

変化しています。特に、70歳代以上の

階層が増え、その一方で、30歳代以下

の階層が少なくなっています。 

 

〔図　人口ピラミッド〕 

（平成27年）※国勢調査　　　　　　　　　（令和２年）※国勢調査 

　  

（令和８年）※住民基本台帳(R8.2) 
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1,141

1,421

1,293

1,135

1,083

1,469

1,782

1,538

1,110

808

631

303

98

2,000 1,500 1,000 500 0 500 1,000 1,500 2,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95歳以上

（人）

女 男

644

790

785

792

652

712

920

996

1,222

1,450

1,286

1,162

1,097

1,300

1,689

1,188

823

365

137

24

640

688

739

803

576

746

821

983

1,151

1,409

1,330

1,152

1,137

1,407

1,541

1,438

958

636

404

159

2,000 1,500 1,000 500 0 500 1,000 1,500 2,000
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5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95歳以上

（人）

女 男

429

618

722

757

719

653

749

863

1,011

1,191

1,456

1,361

1,185

1,127

1,313

1,658

1,181

791

383

187

483

621

813

791

708

738

776

925

1,050

1,213

1,536

1,309

1,222

1,123

1,152

1,367

884

588

194

39

2,000 1,500 1,000 500 0 500 1,000 1,500 2,000
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5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95歳以上

（人）

女 男

12.5%

11.6%

12.5%

13.3%

14.6%

15.7%

17.0%

58.9%

55.4%

57.3%

62.0%

65.7%

68.3%

69.6%

27.3%

32.8%

30.0%

24.6%

19.7%

16.0%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

静岡県

(R2)

R2

H27

H22

H17

H12

H7

0～14歳 15～64歳 65歳以上 不詳 資料：国勢調査
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（５）産業別就業人口 
就業者数は、常住地及び従業地と

もに減少傾向にあります。また、従

業地における就業人口が常住地にお

ける就業人口よりも低いことから、

就業の場を周辺都市に依存している

ことが見受けられます。 

　また、静岡県の構成比と比較する

と常住地・従業地ベースともに第１

次、第２次産業においては県の平均

より低くなっているものの、第３次

産業では上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）農業 
　農家戸数は2000（平成12）年から

減少傾向が続いており、2020（令和

２）年では579戸となっています。 

　また、販売農家数では年々減少割

合が高くなっている一方で、自給的

農家は横ばい傾向を維持しています。 

 

 

 

 

546 
459 

402 355 
270 

222 
274 

304 
303 

309 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H12 H17 H22 H27 R2

（戸）

販売農家 自給的農家 資料：農林業センサス

3.5%

5.1%

5.5%

5.7%

5.7%

7.0%

8.1%

32.3%

22.5%

22.6%

23.5%

28.8%

31.1%

33.0%

62.6%

71.9%

70.1%

69.5%

65.3%

61.7%

58.9%

1.6%

0.4%

1.8%

1.3%

0.2%

0.2%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

静岡県

(R2)

R2

H27

H22

H17

H12

H7

従業地ベース

第１次産業 第２次産業

第３次産業 分類不能の産業
資料：国勢調査

【産業内訳】 
第１次産業：農業、林業、漁業 
第２次産業：鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業 
第３次産業：電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信、運輸

業・郵便業、卸売業・小売業、金融・保険業、

不動産・物品賃貸業、学術研究・専門・技術

サービス業、宿泊・飲食サービス業、生活関

連サービス業・娯楽業、教育・学習支援業、

医療・福祉、複合サービス業、サービス業、

公務

3.5%

3.5%

3.8%

3.8%

3.9%

4.6%

5.4%

32.1%

26.6%

27.7%

28.5%

31.1%

34.3%

35.8%

62.8%

69.6%

67.3%

66.9%

64.9%

60.9%

58.8%

1.6%

0.3%

1.2%

0.8%

0.1%

0.1%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

静岡県

(R2)

R2

H27

H22

H17

H12

H7

常住地ベース

第１次産業 第２次産業

第３次産業 分類不能の産業
資料：国勢調査
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（７）商業 
　商業の推移をみると、卸売業では

商店数及び従業者数は減少傾向と

なっている一方で、販売額は減少傾

向から増加に転じています。 

　小売業では、商店数は横ばい傾向

が続いている一方で、従業者数では

2014（平成26）年、販売額は2012（平

成24）年以降で増加傾向となってい

ます。 

　また、2021（令和３）年には卸売

業は商店数38店、従業者数196人、販

売額160億円となっており、小売業で

は商店数185店、従業者数1,847人、

販売額375億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）工業 
　事業所数は減少傾向が続いており、

従業員数は横ばい傾向から2019（令

和元）年以降で減少傾向となってい

ます。また、製造品出荷額では増減

を繰り返しながら、近年は減少傾向

となっています。 

　2021（令和３）年で事業所数44箇

所、従業者数1,073人、製造品出荷額

201億円となっています。 

 

 

 

64 59 60 59 58 56 56 54 53 51 48 44 

1,311 
1,153 

1,290 1,241 1,241 1,292 1,292 1,259 1,281 1,337 1,276 

1,073 

274 

189 

258 
245 

259 
274 274 

239 

275 281 

258 

201 

0

100

200

300

0

500

1,000

1,500

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（億円）（箇所・人）

事業所数 従業者数 出荷額 資料：商業統計、経済センサス

工業

61 58 65 64 65 
51 48 44 49 38 

467 456 
483 471 

390 

307 
260 

234 256 
196 

222 228 

193 
204 

195 
159 

125 
127 

116 
160 

0

100

200

300

0

100

200

300

400

500

H6 H9 H11 H14 H16 H19 H24 H26 H28 R3

（億円）（店・人）

商店数 従業者数 販売額 資料：商業統計、経済センサス

卸売業

290 276 295 255 243 239 
171 186 186 185 

1,822 1,703 

2,188 2,111 2,135 
2,348 

1,591 1,499 
1,670 

1,847 

387 
402 

422 385 

349 

399 

294 
304 

352 
375 

0

100

200

300

400

500

0

500

1,000
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2,000

2,500

H6 H9 H11 H14 H16 H19 H24 H26 H28 R3

（億円）（店・人）

商店数 従業者数 販売額 資料：商業統計、経済センサス

小売業
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（９）観光 
　2017（平成29）年に道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」が開業されて以降は、道の

駅が観光拠点の主軸となっており、利用者も増加傾向にあります。 

　2024（令和６）年は道の駅

1,976,306人、川の駅91,849人、

かんなみ仏の里美術館12,083

人、十国峠ケーブルカー

306,859人、湯～トピアかんな

み187,974人、酪農王国オラッ

チェ169,652人、かんなみ桜

12,204人となっています。 

　観光拠点全体でみると、

2024（令和６）年は2,756,927 

人となっています。 

 

 

（10）財政状況 
　一般会計の歳入額は2020（令和２）年の169億円をピークに減少傾向にありました

が、2023（令和５）年に増加に転じ、2024（令和６）年では155億円となっています。

また、自主財源及び依存財源比率では、2020（令和２）年から自主財源率は増加傾

向にありましたが、2024（令和６）年では、自主財源：依存財源＝46.6％：53.4％

と依存財源率が高くなっています。 

 

〔図　財政（歳入）比率〕 

 

 

57.1%

40.8%

45.4%

51.4%

52.4%

46.6%

42.9%

59.2%

54.6%

48.6%

47.6%

53.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R1

R2

R3

R4

R5

R6

自主財源 依存財源 資料：統計書かんなみ
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資料：統計書かんなみ
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湯～トピアかんなみ 酪農王国オラッチェ
かんなみ桜

2,377

1,449

1,837

2,476

2,834 2,757
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　さらに、一般会計の歳出額は2020（令和２）年の163億円をピークに減少傾向にあ

りましたが、2024（令和６）年では149億円となっており、増加に転じています。 

　目的別にみると、民生費が35.9％を占めて最も多く、次いで教育費、総務費、衛

生費の順となっています。 

 

〔図　財政（歳出）の推移〕 
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6.6%

6.4%

7.2%

7.1%

5.3%

4.1%
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11.6%
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12.2%
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1.7%
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資料：統計書かんなみ

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費
農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費
災害復旧費 公債費 緒支出金

126億円

139億円

163億円

134億円

136億円

149億円
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第６節　町民の意向 

（１）第七次総合計画に向けた町民参加の取り組み 
　第七次総合計画の策定にあたり、町民・中高生・関係団体など多様な立場からの意

見を収集しています。 

 

 

 

 項　目 取り組み内容

 

町民まちづくり 

アンケート調査

【調査対象】函南町住民基本台帳に記載された18歳以上の町民 

【対象者数】31,305人（令和７年８月１日現在） 

【発 送 数】2,500票 

【調査期間】令和７年９月30日～11月20日 

【回 収 数】1,107票　【回収率】44.3％

 
中学生・高校生 

まちづくり 

アンケート調査

【調査対象】函南中学校及び東中学校の３年生 

　　　　　　田方農業高等学校及び三島南高等学校の２年生 

【対象者数】681人 

【調査期間】令和７年９月24日～10月24日 

【回収数】423票　【回収率】62.1％

 

町民 

ワークショップ

【第１回町民ワークショップ】　（計　135人） 

　・10月20日（月）子育て・文化・スポーツ分野　（33人） 

　・10月22日（水）暮らし・健康分野　　　　　　（37人） 

　・11月 5日（水）安心・まちづくり分野　　　　（33人） 

　・11月 6日（木）にぎわい・交流・産業分野　　（32人） 

【第２回町民ワークショップ】　（計　116人） 

　　　　　　　　　　　　　　　※主に第1回参加者と同一者 

　・11月20日（木）子育て・文化・スポーツ分野　（31人） 

　・ 1月13日（火）暮らし・健康分野　　　　　　（31人） 

　・ 1月14日（水）安心・まちづくり分野　　　　（28人） 

　・ 1月21日（水）にぎわい・交流・産業分野　　（26人）

 
町民からの 

意見募集

【ホームページでの町民からの意見募集】 

　町民が日頃から感じている町の現状や今後に期待することな

どについての自由意見を募集 

（期間：令和８年１月20日～４月15日）
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（２）町民まちづくりアンケート調査 
【調査の概要】 

 

【調査対象者の属性】 

〈性別〉 

　  

〈年齢別〉 

　  
 

 

調査方法

・調査地域：函南町全域 

・調査対象：住民基本台帳に記載された町民（18歳以上) 

・対象者数：31,305人（令和７年８月１日現在） 

・発 送 数：2,500票 

・調査方法：郵送による発送・回収およびGoogleフォームによるWeb回

答 

・調査期間：令和7年9月30日～11月20日

 

調査結果

・発　送　数：2,500票 

・有効回収数：1,107票（内Web回答：352票） 

　　　　　　　〔第六次計画策定時調査：868票〕 

・有効回収率： 44.3％（内Web回答：14.1％） 

　　　　　　　〔第六次計画策定時調査：34.7％〕
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【居住意向】 

 

 

 

 

《住みやすいと思うところ》 

 

《住みにくいと思うところ》 

７割を超える人が今後も住み続けたいと感じています。その一方で、できれ

ば町外へ移りたいと感じている方が約６％存在します。
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【取組施策の満足度・重要度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ◇満足度が高く、重要度が高い領域 ： ①重点維持領域 
   ◇満足度が低く、重要度が高い領域 ： ②重点改善領域 
   ◇満足度が低く、重要度が低い領域 ： ③改善領域   
   ◇満足度が高く、重要度が低い領域 ： ④維持領域  

全体として満足度・重要度がともに高い項目が多い結果となっています。 

町全体平均をみると、居住や生活、保健・医療・福祉分野で重要度が相対的

に高い結果となり、満足度は自然環境に関わる項目は高い評価がされる一方、

生活基盤（公共交通、食料品などの値段、働く場所など）や安全・安心（町道

の整備、防犯対策、地球温暖化対策など）に関わる項目は相対的に低い結果と

なりました。
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【これからの５年間で町が最も力を入れるべきだと思う分野や課題】 

 

 

 

 

 

 

【あなたが思い描く「20年後の理想の函南町」について】 

 

 

 

 

 

 

人口減少・少子高齢化、交通や社会インフラ、防災・減災などへの取組が優

先分野や課題として挙げられています。 

「子どもから高齢者までが安心して健康に暮らせるまち」「災害に強く安

全・安心なまち」「道路や建物が整備されていて快適に過ごせるまち」など、

安全・安心と健康・快適が20年後の理想の函南町として望まれています。
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【自由意見】 

　将来のイメージについてのご意見については、調査回答数1,107票のうち、

258票（23.3％）の意見が寄せられた。公共交通の利便性向上を求める声が多く

みられた。 
 

 

 

 

16.3%

13.2%

12.4%

12.0%

11.2%

11.2%

7.0%

6.6%

6.2%

1.6%

1.6%

0.8%

都市基盤

産業・PR

生活環境

福祉・人口減少

自然環境

まちづくり

その他

防災・防犯

行政

教育

健康・医療

歴史・文化

 項　目 意見内容

 都 市 基 盤 

（ 交 通 ・ 道 路 ・ 公 園 ）

１．「交通が不便」 

２．「車がなくても生活できる環境にしてほしい」

 
産業・プロモーション 

（ 働 く 場 ・ 魅 力 発 信 ）

１．「函南町にもっと働ける場所があればいい」 

２．「函南町ならではの産物・歴史・魅力を発信できるようになって

ほしい」

 

生 活 環 境 

（駅前・身近な困りごと）

１．「JR函南駅前が寂しいので、特徴のある空間にしてほしい」 

２．「生活に密着する課題（ごみ、買い物施設、狭い道路）を少しずつ

でも良くしてほしい」 

３．「町が安全で綺麗で、安心して住むことができています。自然と

の共生も感じられているので、とても住みやすいまちです」

 
福 祉 ・ 人 口 減 少 

（子育て・若者・安心）

１．「子育て支援に力を入れてほしい」 

２．「働く環境の整備（企業誘致など）も併せて進めてほしい」 

３．「若い世代が増え、高齢者や弱者に優しい町にしてほしい」

 
自 然 環 境 

（ 保 全 ・ 共 生 ）

１．「木を伐り、山を削る太陽光パネルの設置はしないでほしい」 

２．「自然を大切にしながら、災害に強い町にしてほしい」 

３．「函南町の自然とともにある街並みはとても魅力です。いつまで

もこの自然があっての函南町だと思います」

 ま ち づ く り 

（ 方 向 性 ・ 受 け 入 れ ）

１．「若い世代、家族連れが移住したくなる判断をしてほしい」 

２．「新しく入ってきた人も受け入れる仲間づくりが必要」
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（３）中学生・高校生まちづくりアンケート 
【調査の概要】 

 

【調査対象者の属性】 

〈性別〉　　　　　　　　　　　　　　　〈学年〉 

　  

 

〈居住地〉 

 

 

 

調査方法

・調査地域：函南町全域 

・調査対象：函南中学校、東中学校の３年生 

　　　　　　田方農業高等学校、三島南高等学校の２年生 

・総生徒数：681人 

・配 布 数：函南中学校：137人、東中学校：149人、 

　　　　　　田方農業高等学校：190人、三島南高等学校：205人 

・調査方法：GoogleフォームによるWeb回答 

・調査期間：令和7年９月24日～10月24日

 
調査結果

・配　布　数：681票 

・有効回収数：423票 

・有効回収率：62.1％



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考資料 

- 19 -

 

【今の町をどれくらい好きか】 

 

 

 

 

 

 

 

【大人になったら住みたいか】 

 

 

 

 

 

 

今の函南町が好きという回答が６割となっている一方、どちらともいえな

いと回答が３割を占めています。

「将来的には住まないと思う」が５割を占めており、将来的に住みたいと思

う人は２割となっています。 
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〈将来の住みたい理由〉 

 

 

〈将来の住みたくない理由〉 

 

 

 

【あなたが描く「10年後の理想の函南町」はどんなまちですか】 

 

 

 

 

 

 

 

「子どもから高齢者までが安心して健康に暮らせるまち」「環境にやさし

く、美しい自然や景観を大切にするまち」「災害に強く安全・安心なまち」

など、安全・安心と環境保全を基盤とした持続可能なまちの姿が10年後の理

想の函南町として望まれています。 
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【自由意見】 

　調査回答数423票のうち、164票（38.8％）の意見が寄せられた。 

　若者が楽しめる魅力ある場所やイベントや交流の活性化を求める声が最も多

かった。自然環境を評価し、維持を望む意見、通学や移動に関する交通環境の

改善要望も見られた。 

 

 

 

【函南町への思い・提案・質問などの自由意見】 

 

23.2%

22.0%

11.6%

7.9%

6.7%

3.0%

1.2%

0.6%

0.6%

0.0%

23.2%

生活環境

産業

自然環境

まちづくり

都市基盤

行政

教育

歴史・文化

健康・医療

福祉

その他

 項　目 意見内容

 
生 活 環 境

１．「街灯が少ない」 

２．「子どもから大人全員が楽しめる施設を作ってほしい」 

３．「遊ぶ場所が少ない」「娯楽施設がない」

 
産 業

１．「もっとお店を増やしてほしい」「駅の近くに飲食店がほしい」 

２．「丹那牛乳を活かせてない気がする」 

３．「観光に力を入れてみてはどうか」

 

自 然 環 境

１．「自然豊かな街なので、その強みを活かしていってほしい」 

２．「函南町は自然豊かで静かな場所だから、あまり建物を建てて緑をな

くしたくない」 

３．「自然がきれい」「電車で見える景色が好き」 

４．「自然を身近に感じることができる素敵な町だと思う。」 

５．「豊かな自然と、丹那牛乳や函南西瓜などの美味しい特産品に恵まれ

た魅力的な町です。」

 

まちづくり

１．「子どもや若者を惹き込む『何か』が必要だと思う」 

２．「高校と地域の関わりを増やせば地域活性化につながると思います」 

３．「地域や町の交流が少ないと思うのでもっと交流のできる場、イベン

トなどを増やしたらいい」 

４．「ボランティアの気持ちが強いのがいいところだと思うので、それを

活かしたい。」

 
都 市 基 盤

１．「バス通学を増やしてほしい」「自転車が通る道を広くしてほしい」 

２．「暗い道と明るい道の差が激しいから少しでも改善してほしい」
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（４）町民ワークショップ 
【開催概要（４分野・８テーマで２回開催）】 

 

 

子育て・文化・スポーツ分野 

（教育部門）

テ ー マ １：人口減少における公共施設の再編 

テ ー マ ２：地域コミュニティの活性化 

【第１回】 

・日　　時：令和7年10月20日（月）13:30～15:30 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：33人 

【第２回】 

・日　　時：令和7年11月20日（木）13:30～15:35 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：31人

 

暮らし・健康分野 

（健康・福祉部門）

テ ー マ １：人がつながり、豊かで健康なまち 

テ ー マ ２：自分らしく健康で、幸せに暮らせるまち 

　　　　　　誰もが住み続けたいまち 

【第１回】 

・日　　時：令和7年10月22日（水）15：00～17：00 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：37人 

【第２回】 

・日　　時：令和8年 1月13日（火）13：30～15：30 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：31人

 

安心・まちづくり分野 

（環境・防災部門）

テ ー マ １：自助・共助による防災対策 

テ ー マ ２：一人ひとりができる地球温暖化に対する取り組み 

【第１回】 

・日　　時：令和7年11月5日（水）15：00～17：00 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：33人 

【第２回】 

・日　　時：令和8年 1月14日（水）15：00～17：00 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：28人

 

にぎわい・交流・産業分野 

（社会基盤・産業・ 

交流・にぎわい部門）

テ ー マ １：活力とゆとりを生み出す産業づくり 

テ ー マ ２：魅力とにぎわいのある交流づくり 

【第１回】 

・日　　時：令和7年11月6日（木）14：00～16：00 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：32人 

【第２回】 

・日　　時：令和8年 1月21日（水）14：00～16：00 

・開催場所：函南町役場　２階　大会議室 

・参加者数：26人
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【分野別の主な意見】 

 

 第１回 第２回

 

子育て・文化・スポーツ分野 

（教育部門） 

 

【テーマ】 

１：人口減少における公共施設

の再編 

２：地域コミュニティの活性化

【テーマ１】 

利用者の減少、維持管理の人

手不足、施設の老朽化が進行、

予約困難や維持管理の改善を

求める意見 

【テーマ２】 

少子高齢化で自治会の担い手

や加入率が低下しており、コ

ミュニティ強化の必要性に関

する意見

【テーマ１】 

電子申請窓口の整備、施設利

用料及び貸出ルールの見直

し、施設設備の更新に関する

意見 

【テーマ２】 

自治会加入促進、自治会運営

改善を図りつつ、イベントな

どを通じた世代間交流の場の

拡充に関する意見

 暮らし・健康分野 

（健康・福祉部門） 

 

【テーマ】 

１：人がつながり、豊かで健康

なまち 

２：自分らしく健康で、幸せに

暮らせるまち　 

　　誰もが住み続けたいまち

【テーマ１】 

自治会加入率低下や、生活基

盤、移動手段の充実に関する

意見 

【テーマ２】 

安全・安心や健康づくり、定

住促進、多世代交流の場づく

りに関する意見

【テーマ１】 

コミュニティ参加のメリット

の周知、心と体の健康支援の

推進に関する意見 

【テーマ２】 

防犯・交通安全の環境整備、

制度・補助金などの充実を求

める意見

 

安心・まちづくり分野 

（環境・防災部門） 

 

【テーマ】 

１：自助・共助による防災対策 

２：一人ひとりができる地球温

暖化に対する取り組み

【テーマ１】 

浸水想定区域や自然災害リス

クを踏まえ、生活インフラの

整備・更新、危険箇所の把握・

共有、避難所の整備・改善に

関する意見 

【テーマ２】 

渋滞・排気ガス問題への対応

として公共交通の充実、脱炭

素・省エネへの意識向上、暑さ

対策の環境整備に関する意見

【テーマ１】 

ハザードマップの整備・更新

及び周知、防災意識の底上げ、

防災体制の行政的基盤の強化

に関する意見 

 

【テーマ２】 

自転車・ウォーキング推進な

ど移動による脱炭素化、個人

でできる環境行動の底上げに

関する意見

 にぎわい・交流・産業分野 

（社会基盤・産業・ 

交流・にぎわい部門） 

 

【テーマ】 

１：活力とゆとりを生み出す産

業づくり 

２：魅力とにぎわいのある交流

づくり 

【テーマ１】 

観光施設の不足、観光資源の

点在、知名度の低さを改善す

るため、広報の強化などに関

する意見 

 

【テーマ２】 

魅力発信の不足、観光PRの強

化、イベントなど交流の場の

整備に関する意見

【テーマ１】 

道路などの整備や道の駅を核

とした周遊ルート整備、農産

物のPR、関係人口の拡大、若

者・子育て世代の定住に関す

る意見 

【テーマ２】 

道の駅・公共施設の活用促進、

広域連携で観光集客の強化、

多世代交流に関する意見
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第７節　まちづくりの課題 

　本町を取り巻く状況（時代の潮流）や町の現状、町民の意向などを踏まえ、

これからの函南町における主なまちづくりの課題を整理します。　 

 

 

 

　南海トラフ地震や丹那断層帯による直下型地震、集中豪雨に伴う河川氾濫・

内水氾濫・土砂災害など、複合的な自然災害リスクを抱えています。 

　伊豆半島の山間部から平地部にかけて広がる地形特性上、水害や土砂災害への

脆弱性は特に高く、狩野川水系の各河川流域の河川・排水施設の計画的整備や、

森林・農地の適切な管理などによる流域治水を推進していく必要があります。 

　あわせて、道路・橋梁・防災拠点施設などの強靱化を計画的に進めるととも

に、防災行政無線やデジタル技術を活用した情報伝達体制の充実、指定避難所

の機能強化、関係機関との実効性ある連携体制の構築が求められています。人

口減少や少子高齢化が進むなか、自主防災組織を中心とした自助・共助の体制

の現状を確認し、地域防災力の維持・向上を図っていく必要があります。 

　さらに、気候変動への対応として、温室効果ガス排出量削減と脱炭素社会の

実現に向けた取り組みを強化するとともに、防犯・交通安全・生活排水対策・

自然環境保全を通じ、町民が安全・安心に暮らせる持続可能なまちづくりを推

進していく必要があります。 

 

 

 

　厳しい財政状況のなかで、市街地と農地、道路、公共交通、上下水道、公園

などを従来水準で新設、改良し続けることが難しくなりつつあります。町内で

は高齢化率の上昇と生産年齢人口の流出により、生活サービスの持続的提供に

向けた都市構造の見直しを進めていく必要があります。また、人口減少を背景

とした空き家の増加や里山の荒廃が顕在化しており、居住環境の悪化、景観上

のリスクなどの複合的な課題にもなっています。 

　今後は、「コンパクト・プラス・ネットワーク」の考え方に基づき、生活の拠

点を適切に誘導し、それらを道路や公共交通で結ぶことで生活利便性と持続可

能性を両立した都市構造へ転換していく必要があります。 

土地利用では、担い手不足などにより農地の管理が難しくなる一方で、企業

誘致や生活利便施設の立地など、都市的な土地利用への需要は高まっています。

農地や自然環境を守りながら、暮らしや産業を支えるための土地利用のもと、

快適で暮らしやすいまちを実現することが重要です。また、道路、橋梁、上下

水道、町営住宅、公園施設などでは、老朽化への対応などのあり方と更新財源

の確保が共通の課題となっています。 

　人口規模に合わせて施設や機能を賢く見直すスマートシュリンクの視点から、

将来への負担を抑えつつ、暮らしやすさを確保していく必要があります。  

　安全・安心に住み続けられるまち

　快適で暮らしやすいまち
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子育て分野では、核家族化、共働き世帯の増加、地域のつながりの希薄化に

より、子育て家庭の孤立や育児不安が生じやすくなっています。妊娠・出産・

子育てに関する悩み、保育ニーズの多様化、発達に特性のある子どもへの支援、

困難を抱える子どもや家庭への支援などに対し、子育て世代が安心感を持てる

切れ目のない支援体制づくりが求められます。 

生活習慣病、フレイル、要介護リスク、医療費の増加など、健康・医療・介

護をめぐる課題が少子高齢化に伴い多様化しています。疾病予防や早期発見、

重症化予防を進めるとともに、身近な地域で必要な医療を受けられる体制、夜

間・休日や救急医療、在宅医療への対応を維持していくことが課題です。また、

誰もが住み慣れた地域で健康に暮らし続けるためには、予防、生活、社会参加、

医療、介護を支援し、地域とのつながりを支え、その地域に住むことによって

自然と健康になれる仕組みが必要です。 

あわせて、各種団体の持続性にも対応し、健康・福祉・子育て・スポーツ・

地域のつながりを横断的に支え、町民一人ひとりが心豊かに、生きがいを持ち、

自分らしく暮らせる環境づくりによるウェルビーイング（幸福度）の向上が必

要となっています。 

 

 

 

　少子化が進むなかで、幼児教育・保育、小中学校教育、青少年育成、生涯学

習、図書館、文化・芸術など、学びを支える仕組み全体の持続性が問われてい

ます。東京圏へのアクセス性の高さから子育て世代の転入も見られる一方、定

住促進には質の高い教育環境の整備が不可欠であり、教育の充実が町の活力維

持に直結する課題ともなっています。 

　小中学校ではＩＣＴ教育が推進されており、急速に変化するデジタル環境へ

の対応や、児童・生徒数の減少を踏まえた教育環境の魅力向上が必要とされて

います。また、箱根山麓の豊かな自然や、来光川などの恵まれた河川環境を有

しているほか、丹那盆地や柿沢川など豊かな自然・歴史・文化資源を活かした

体験学習や郷土教育を充実させ、子どもたちの地域への愛着を育てることが重

要です。 

　生涯学習や文化活動においては、参加者・担い手の固定化・高齢化が進むな

か、デジタル化への対応とともに、年齢・性別・背景を問わず誰もが参画でき

る場の整備が求められており、次世代や地域への愛着をつなぐため、交流と学

びを一体的に支援する環境づくりを推進していく必要があります。あわせて、

進学・就職後も地域行事やオンライン交流などを通じて継続的に関わり続けら

れる関係人口の視点を踏まえ、地域とのつながりを途切れさせない仕組みを整

えていくことが求められます。 

 

　自分らしく健康で幸せに暮らせるまち

　豊かに学び未来を担う人材を育むまち
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伊豆半島の玄関口としての立地、伊豆縦貫自動車道による広域交通アクセス、

道の駅・川の駅、酪農、農産物、歴史・文化など、多様な地域資源を有してい

ます。一方で、来訪者の流れが町内各地への周遊や消費に十分つながっていな

いことが課題であり、地域資源を点として発信するだけでなく、町全体をめぐ

る流れへ変え、交流人口の拡大や町内消費の促進につなげる視点が重要です。 

農林業では、従事者の減少や後継者不足による放棄地の増加などの問題に対

応した支援とともに、農業と酪農の営みを大切にしながら、地域ならではの特

産品やサービスの魅力を磨き、町内外へ効果的に発信していく必要があります。

商業・工業では、事業者数の減少や後継者不足への対応に加え、企業の育成や

誘致、新たな産業展開、多様な雇用機会の創出や幅広い就労支援を進めること

が求められます。農業、観光、商工業、新産業をつなぎ、多様な人材が地域で

働き、関わり続けられる環境を整えることで、地域内外から人を呼び込み、に

ぎわいや活気を生み出し、持続的な地域経済の成長へ結びつけていく必要があ

ります。 

 

 

 

人口減少や少子高齢化により、地域の担い手不足が深刻化しています。自治

会や各種団体など、これまで地域活動を支えてきた仕組みは弱まりつつあり、

防災、高齢者支援、見守り、孤独・孤立対策、地域行事などをこれまでと同じ

形で維持することが難しくなっています。地域のつながりを大切にしながらも、

行政と地域の役割を見直し、ボランティアの育成や活動を進め、住民参加や外

部人材の力を活かした持続可能な地域運営の仕組みづくりが急務です。 

町民参画においては、意欲的な町民や団体がある一方で、若い世代、子育て

世代、働く世代などの多様な人々の参画をさらに広げることが課題となってい

ます。あわせて、国籍や文化が異なる人とともに活躍できる多文化共生社会の

構築が求められています。 

スリムでスマートな行政運営を目指し、オンライン手続き、ＡＩ活用、ペー

パーレス化、キャッシュレス納付、ＳＮＳを活用したまちの魅力の情報発信な

ど、自治体ＤＸを進めていくことが必要です。さらに、将来的な人材不足を踏

まえ、限られた人材と財源で持続可能に運営する仕組み、テレワークの仕組み

づくりなど、実践を通じた職員の働き方の改革が必要です。加えて、税収減少

と社会保障費増大による財政硬直化が見込まれるなか、公共施設のあり方を検

討するとともに近隣自治体との広域連携や民間委託を活用しながら、効率的な

行政運営を進めていく必要があります。 

 

 

　持続可能で発展するまち

　にぎわいと交流を生み出すまち




